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■今後のツキノワグマによる被害防止対策等について

１ 現状
⑴ 出没件数

９月末現在で4,524件、過去５年間の同期比で最多。
⑵ 人身被害件数

10月27日現在で33件・34人（うち死亡者数５人）、
大量出没のあった令和５年度と並ぶ勢い。

２ 市町村緊急連絡会議（10月30日(木)）の開催結果
北上市から、死亡事故の概要について報告。
また、岩手大学の山内准教授から、被害防止対策

等について説明。
主な内容については、次のとおり。

○ 堅果類が凶作のときは、山にいるクマは早く冬
眠に入り、春の冬眠明けが早くなる傾向にある。

○ 一方、人里のエサに依存しているクマは、冬に
なっても、出没する可能性は高い。

○ クマの生息域と人の生活圏、その間の緩衝地帯
を分けて対策を講じるゾーニング管理が重要。

○ 狂暴化したクマ、人馴れしたクマ、迷い込んで
しまったクマは確実に捕獲していく必要がある。

○ クマがいそうな場所は避ける、遭遇した場合、
興奮させない、向かってきた場合、身体を丸めて
うつ伏せになるなど、引き続き警戒や備えが必要。

３ 今後の被害防止対策等
⑴ 県の取組
○ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施（捕獲期間：11月
から２月まで／目標頭数：200頭）

○ 市町村への特例配分の期間延⾧・追加配分の検討
○ 「秋のクマ被害防止取組強化月間」（10月から11
月まで）におけるテレビＣＭ等を活用した注意喚起

○ 緊急銃猟における麻酔銃による捕獲従事者の要件
緩和、指定管理鳥獣対策事業交付金の十分な予算措
置等について国へ要望

○ 緊急銃猟以外の急を要する被害防止対策等の補正
予算の検討 等

⑵ 市町村へのお願い
○ 山林内・人里における対策、万一遭遇した場合の
対策に関する住民への周知

○ クマを誘引する収穫残渣等の適切な管理、農作物
の倉庫等への保管に関する住民への周知

○ クマの移動経路となる河川敷等の刈り払い 等



２

【参考】ツキノワグマの出没件数・人身被害件数（R2～7）

（単位：件）

（単位：件、人）

出没件数

人身被害
2,869

2,395
2,049

3,531

2,573

4,524

24

14 21

38

9

33

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7

人

身

被

害

件

数

出
没
件
数

出没件数及び人身被害の状況
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※ 令和７年度は、令和７年10月27日時点

R7R6R5R4R3R2区分

4,5242,5733,5312,0492,3952,869各年度同期比
（９月末）

―2,8835,8772,1792,6023,316年度計
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【R7.1.27全国都道府県・指定都市公営企業管理者会議資料より抜粋】
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市町村の人材確保支援【市町村課】

地方公共団体における今後の人材育成の方策に関する研究会(令和2年度)
報告書より









Ｒ７年度 意見交換会 概要






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住民や事業者から提出される
県への申請や届出といった各種
行政手続について、届出窓口が
開いている時間に出かけること
なく、いつでもどこからでも手
続が可能となるよう、インター
ネットを利用した電子申請・届
出等システムの利用手続の拡大
や利活用促進などを行い、住民
民サービスの向上を図っている。

対象団体:県内11 市町村
（盛岡市、大船渡市、遠野市、
二戸市、久慈市、八幡平市、岩
手町、平泉町、大槌町、岩泉町、
一戸町）
※ 令和７年からの新規参加団
体（久慈市、八幡平市）は、シ
ステム構築を経て、８月１日に
サービスイン。

令和７年10月31日
ふるさと振興部

科学・情報政策室



例①：職員採用試験申し込み（県）

例②：児童手当等の現況届（二戸市）
例③：公文書開示請求（一戸町）
例④：道路占用許可申請（遠野市）

例⑤：各種がん検診受診状況調査（平泉町）
例⑥：障害者スポーツ交流会の出欠確認（一戸町）
例⑦：各県立病院 令和７年度患者満足度調査（県）
例⑧：盛岡○×高校

進路指導に係る講演への感想アンケート（県）

大量の申込みを捌く

どの自治体でも実施
する事務の効率化

行政サービスの向上

3

例①公共施設予約システム、例②行政文書の電子化ツール（OCRまたはAI-OCR）、例③アプリ・シス
テムの内製ツール（ノーコードまたはローコードツール）、例③入札参加資格申請システム、例④電
子入札システム、例⑤電子契約システム、例⑥電子請求システム、例⑦AIチャットボット、例⑧e-
ラーニング(デジタル人材育成)、例⑨手続き案内サービス、例⑩大容量転送ファイルなど
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都道府県庁

デジタル人材確保
（人材プール）

デジタル人材の派遣





1

県市町村連携推進会議
令 和 ７ 年 1 0 月 3 1 日
岩 手 県 Ｉ Ｌ Ｃ 推 進 局

ILC（国際リニアコライダー）推進に関する取組状況
ILC計画に係る動き

➢ ＫＥＫがタイムライン公表
・ 2023(令和５)年４月 ＫＥＫ（高エネルギー加速器研究機構）は、欧州FCC-ee及び素粒子物理戦略の結論が出る2025年が

ＩＬＣ誘致判断のタイミングであることに加え、2030年頃を建設開始とするタイムラインを公表
➢ 米国がＩＬＣへの貢献を想定

・ 2023(令和５)年12月 米国における今後10年の素粒子物理学の方向性を示す「P5報告書」に、米国が貢献するヒッグスファクト
リーのプロジェクトの選択肢として、欧州のFCC-eeと日本のＩＬＣを多額の予算規模と共に掲載。

➢ 欧州の加速器計画（FCC-ee）
・ 2025(令和７)年３月 可能性調査の報告、次期欧州素粒子物理戦略への意見提出が行われた。今後、追加の意見提出(2025.11)

及び同戦略の更新(2026.6)が見込まれている。
＜次期欧州素粒子物理戦略に対する研究者の意見（ＩＬＣ関連）＞

◆高エネルギー委員会…………ILCをグローバルプロジェクトとして実現するための努力を優先
◆IDT(国際推進チーム)………ILCの建設コストは約1.4兆円（2017年の8,000億円の試算から1.7倍）
◆LCビジョン …………………CERN(欧州原子核研究機構)でのリニアコライダー施設建設を提案

➢ 中国の加速器計画（CEPC）
・ 2025年中に中国政府に提案予定。５か年計画(2026～2030)に位置づけられれば2027年に着工の可能性。
➢ 国内の動き

・ 自由民主党政務調査会の科学技術・イノベーション戦略調査会による有識者ヒアリングの実施（2024.12）

ＩＬＣに対する世界的な議論をリードするため、国内の議論を加速させ、１日も早い日本政府の前向きな判断を後
押しするための国民的な機運醸成の必要性が高まっている。

県の取組（R7県当初予算案1.1億円）

◆ ILC実現に向けた取組
➢国への要望の推進 ILC関連予算の確保、国家プロジェクトとしての省庁横断による推進を要望
➢建設候補地としての研究者の取組支援 受入態勢整備等の取組の推進(東北ILC事業推進センターとの連携） 等
➢国民・県民理解の増進 「大阪・関西万博」の機会を活用した電車内広告等の情報発信
◆ ILCプロジェクトの推進
➢拡充県内企業の加速器関連分野の受注増大に向け、加速器コーディネーター等による関東、関西方面の活動を強化
➢グリーンILCの理念の普及や取組の理解促進、高校生向けの講演会やコンテスト、小中学生に向けた出前授業の実施 １



ILC全体のタイムラインとIDTの取組

２

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12） （R13） …

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 …

（ILCの進展についての理想的なモデル）（成功志向で大きな事故がないことを前提にしている）

ILCテクノロジーネットワークの活動

その他関連する
国内外の動き

● R5.7月 KEKとCERNがILCテクノロジーネットワークに関する協定締結

●

ILCテクノロジーネットワークの段階 準備段階 建設段階
（建設と試運転に～10年）

※ 山内KEK機構⾧講演資料より

国際有識者会議の活動 ➡ 政府間協議

誘致判断の節目

ILCの進展について
の理想的なモデル

R7.3 FCC-ee実現可能性調査の報告、次期欧州素粒子物理戦略に関する意見提出

R7.12 次期欧州素粒子物理戦略の草案

● R5.7月 国際有識者会議が報告書

●

国内外の研究者による公表資料及びLCWS2024（R6.7.8-11）関係資料等から作成

IDTの取組・関連
の動き

● R4.夏～ 国際有識者会議設置

●

● ●

R5.12 P5報告書
R6.7 LCWS2024(東京)

次期５か年計画に提案

◇
R6.2 内閣府と文部科学

省による連絡会が設置

中国CEPC技術設計完成

● R8.6 同戦略更新

● R7.6 オープンシンポジウム
● R7.11 シンポジウムを受けた追加意見提出

●



世界の大型加速器の計画世界の大型加速器の計画

・日本（北上山地）が建設候補地となっている直線型
の衝突加速器

・全⾧20ｋｍ、建設費1兆3,765億円

・CERNで検討されている円形型の大型加速器。
・全⾧（周⾧）約91km、建設費170億米ドル

（1$145円換算で2兆4,650億円）
・FCC-ee実現可能性調査が2025年３月に報告済

中国科学院の附属研究機関である高能物理研究所（IHEP）が計画中
の、電子と陽電子を衝突させる円形の大型衝突型加速器。
全⾧（周⾧）100kmを想定

2023年6月に香港でＴＤＲ（技術設計書）の国際レビューが開催さ
れ「研究者は2027～2028の建設開始を政府に提案する」という段階。

ＩＬＣ（国際リニアコライダー）

FCC-ee（将来円形衝突型加速器）

CEPC（円形大型衝突加速器）

アメリカにヒッ
グスファクト
リーは造らない。

いずれかの
プロジェクトを
支援

３
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次期欧州素粒子物理戦略オープンシンポジウムの概要次期欧州素粒子物理戦略オープンシンポジウムの概要
６月にイタリアで開催されたオープンシンポジウムでは、次期欧州素粒子物理戦略に関して、

世界の科学者から主に以下のような意見が発表された。

・KEK、IDT、ILC-Japanは緊密に連携し、ILCをグローバルプロジェクトとして実現する
ための主導的な取組を実施（KEK 浅井祥仁機構⾧）

ＩＬＣ関係

・FCC-eeを強く支持しており、これが実現不可能な場合に代替案としてILCを挙げる。
（カリフォルニア大学バークレー校 村山斉教授）

米国関係
・実現可能性調査は完了しており、2033年の建設開始に合わせた十分な計画が策定

FCC-ee関係

・検出器TDRは2025年半ばに完成予定で、中央科学院の調査が年内に実施予定

CEPC関係

・FCCは、CERN加盟国等から圧倒的な支持を受けている。
・FCCの代替案として、CERNでのリニアコライダーなどの計画が挙げられている。
・FCCの財政的実現可能性の議論は継続して行われている。

研究者によるまとめ



ＩＬＣ実現に向けて、東北関係者による関係省庁及び自由民主党に対する要望活動を実施

➢ 実施日程

令和７年５月13日(火)

➢ 要望先

文部科学省、内閣府(科学技術)、復興庁、自由民主党

➢ 要望者（15名）

◆岩手県
岩手県知事ほか、岩手県議会、岩手県市長会、岩手県町村会等
から11名

◆宮城県
宮城県副知事ほか２名

➢ 要望内容

・ 関係省庁が連携して取り組む国家プロジェクトとして、政府全体で推進すること
・ グローバルプロジェクトとして、政府が主導し、国際的な議論を推進すること
・ 国際協働による加速器の研究開発等に必要な予算措置を講ずること

４

東北関係者による合同要望活動の概要東北関係者による合同要望活動の概要

その他の要望実績
○ 岩手県議会宮城県議会国際リニアコライダー建設実現議員連盟による要望(６月２日）
○ 岩手県市長会・東北市長会による関係省庁への要望（６月３日）
○ 令和８年度政府予算要望（岩手県）（６月４日）

文部科学省への要望



6

知事による米国訪問の概要知事による米国訪問の概要

知事が米国の加速器関連施設を訪問し、施設の視察及び現地研究者との意見交換を実施

➢ 訪問日程

令和７年９月７日(日)～８日(月)

➢ 訪問先

カリフォルニア大学バークレー校（村山斉教授と面会）
ＳＬＡＣ国立研究所（10名の研究者と面会）

➢ 成果

・ 次期欧州素粒子物理戦略で議論されているＦＣＣ－ｅｅの建設が欧米の研究者の
議論の中心となっていることを認識

・ 日本のＩＬＣの関連技術は高く評価されており、日本政府の早期の意見表明が期
待されていることを確認

村山教授との意見交換 SLAC視察


